財団法人日本ホテル教育センター
2006年度 事業計画
自２００６年４月１日　至２００７年３月３１日

1、方針

　　２００６年度においては、本財団の寄付行為第３条及び第４条の目的及び事業に則り、①諸外国の教育システム及びカリキュラム調査、研究、②観光に関する資料の充実、供用等の事業、③ホテル業界の従業員に対する研修、④業界人の国際交流促進と共に、⑤専門学校日本ホテルスクールの運営等により、観光事業の振興に寄与するものとする。

２、事業計画

（１）諸外国における教育システム及びカリキュラムの調査、研究

　　　今年度は、「スパ産業の最新動向と世界のスパ教育機関のカリキュラムに関する研究」を行う。
　　

（２）ホテルに関する図書、文献、その他の資料の収集、供用

　　　今年度内に出版、刊行される図書、文献、その他資料等を収集し、一般に供用する。

（３）ホテルの既存従業員に対する教育

　　　ホテル従業員のレベルアップに寄与するため、研修事業を行う。今年度は、次の予定である。

　　　１）ホテル産業経営塾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30名

　　　２）その他、各種研修　　　　　　　　　　　　　　　　　 約100名

（４）公開講座の開催

　　　今年度は、ホテル・旅館業界を中心に、関係業界人を対象として、「ホテルの付加価値を高めるスパビジネスの最新動向と求める人材について考える：ホテル集客施設として大きな可能性を秘めたスパビジネス、ホテル教育関連シンポジューム２００６」を開催する。

（５）旅館とホテル文化の国際交流シリーズの事業推進

　　　今年度は、日本旅館国際女将会のメンバ－を中心に、日本観光協会及び他団体・企業等の協力を得て、旅館業界の国際化及び日本への外客誘致に資するため、「女将・イン・シンガポール（仮称）」を企画、実施する。

（６）リクルーテイング白書2005の発行
　　　ホテル産業の雇用状況を把握し、内外にその状況を開示する。

（７）ホテルに関する専門的知識、技能の習得希望者に対する教育

　　　専門学校日本ホテルスクールにおいて、467名（昼間部326名、夜間部141名）の１年次新入学生を受け入れ、405名（昼間部287名、夜間部118名）の２年次進級生、米国・豪州留学専攻でシアトル及びメルボルン滞在予定の59名（昼間部41名、夜間部18名）、総数931名の学生に対して、所定のカリキュラムに基づき教育を実施する。
３、その他

（1） 土地建物の一部売却
（2） 土地の一部買収予定。（昨年度より裏地の取得及び増築を交渉準備中）

（3） 教育環境の整備、施設の改善。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

